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１．はじめに 

 

 戦後、急速に整備されたインフラストラクチャ

（以下インフラと略す）の中には、新しい時代の

要請を担うべく、質的・機能的な改良・更新が必

要とされているものも少なくない。同時に、老朽

化に伴うインフラの維持・更新需要の増大が予想

される。急速な高齢化や財政難の中で、社会資本

の機能を維持・向上するためには、新規の整備と

維持・補修を総合的にとらえたインフラ整備戦略

とそのマネジメント手法の確立が求められる。 

  インフラの整備・運営管理のための会計的情報

整備の目的としては、１）アカウンタビリティの

確保と検証、２）資源の効率的な管理のための意

思決定・事後評価のための情報提供、３）インフ

ラのアセットマネジメントのための情報提供、

４）経済統計整備への貢献等があげられる。こう

した議論の中では、民間企業と異なり、保有する

資産の大きさやその機能発揮の長期性・広域性な

どから、ストックとしてのインフラを公的な会計

システム内で如何に認識・把握・測定するのかと

いう問題が指摘されており、理論・実務両面にわ

たり検討がなされつつある。 

 

２．インフラ管理とインフラ会計 

 

（１）インフラ資産とサービス水準 

 経済学の分野では資本ストックの価額を一元

的に集計化して金銭価額として表現する．しか

し，この方法ではインフラ資産の量的ストック

を表す資産価値とサービス水準と対応する資産

価値を区別できない．また，インフラの（劣化

による）減耗によるストック価値の減少とイン

フラの除却によるストック価値の減少を区別で

きない．新規整備による資産価額の増加と修繕

更新による資産価額の増加も区別できない．イ

ンフラ資産を管理する場合，インフラ資産の量

的ストックとサービス水準を明示的に分離した

会計情報が必要となる． 

インフラ管理を行う上で重要な問題は，１）

（新規と既存の双方を含む）インフラ資産の望

ましいサービス水準，２）既存のインフラ資産

の除却（他の用途への転用）も含めて，インフ

ラ資産の望ましい量的水準を決定することであ

る．インフラ資産のサービス水準は，それぞれ

の時代におけるインフラ資産の社会的・技術的

水準，あるいは経済効果を総合的に考慮して決

定されるものである．インフラ会計はその前提

となるインフラ資産のサービス水準を明確にし

た上で，インフラ資産の量的水準，質的水準と

その変化を記述する内容を持っていなければな

らない． 

 

（２）インフラ会計システム 

インフラ会計システムは、政府・地方自治体

の公会計システムの一部を構成するサブシステ

ムであり，図－１に示すようなインフラ資産の

整備，維持補修，修繕更新に関わる業務活動の

成果を評価するための会計情報の作成，管理，

活用を目的とする． 本稿では，財務・管理会

計の資産の部に計上されるインフラ資産を整
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備・管理する活動に関わる会計情報に限定する．       

インフラ資産は長期間にわたる効用を持ち，か

つ全国的なネットワーク性を持つため半永久的

維持が義務づけられる資産である．インフラ会

計の整備にあたっては，ライフサイクルに対応

した費用の発生を会計情報として記述できる方

法が望ましい．そのためにはインフラ資産の量

的ストックを的確に評価するとともに，インフ

ラ資産のサービス水準を工学的に検査し，「現

実に支出された維持補修費」と「サービス水準

を維持するために（工学的に推定された）必要

な費用」に基づいて，インフラ資産のサービス

水準が適切に維持されていることを貸借対照表

上に明記する必要がある．インフラ資産の評価

にあたって，減価償却に対する考え方の違いに

より，１）更新会計，２）繰延維持補修会計，

３）減価償却会計という３つの異なった会計方

式を定義できる１）．各会計方式の様式を図－

２に示している．これらの図は，フロートとス

トックのバランスを表現するために，財務諸表

における貸借対照表と損益計算書を統合した残

高試算表を示している．なお，残高試算表では

インフラ会計に関わる部分のみ記述しており，

それ以外の会計情報を省略している． 

（a）更新会計 

更新会計では，必要な維持補修が常に行われ，

新規取得時のサービス水準が維持されると仮定

し，資産の減価償却を行わない．インフラの資

産価額は初期投資時の取得原価（あるいは再調

達額）S１に一致する．その上で，インフラの

サービス水準を維持するために必要となる各年

度の更新費A1を工学的に推定する．ある会計年

度に支出された更新費C1が本来ありうべき更新

費A1より過小であれば，その差額A1－C1が負の

資産として計上されている繰延更新引当金△D1

に組み入れられる．更新会計ではインフラの現

実の資産価額に関する会計情報が貸借対照表上

に現れない．更新費の繰延額に関する会計情報

のみが現れることになる． 

（ｂ）繰延維持補修会計 

繰延維持補修会計では，長期的な資産管理計

画に基いて維持補修費総額を算出するとともに，

その費用総額を各年度に割り振る．工学的検討

により適切な維持補修時期と維持補修費が算出

されると，各年度における維持補修引当金繰入

額A2を費用に繰入れる．一方，当該期の維持補

修支出額C2が確定すると，A2－C2>０であれば，

その残高を負の資産として認識し引当累計額△

D2に繰入れる．逆に，逆に，A2－C2<０の場合，

繰延維持補修引当金△D2を取り崩す．インフラ

の資産価額S2は取得原価，あるいは再調達価額

で評価される．繰延維持補修会計では劣化によ

る資産価額の減少が繰延維持補修引当金として

会計上に現れ，各会計年度におけるインフラの

資産水準を評価することが可能である． 

減価償却会計では，資産の減耗を減価償却費

A3として認識し，その累計額を△D3として資産

の部に計上する．減価償却を行うために，ある

時点で行われたインフラの修繕に要した費用を，

インフラの耐用年数にわたって一定のルールに

基づいて費用配分する．毎期費用として計上さ

れている減価償却費は，当該期に実際に支出さ

れているわけではない．実際に支出されていな

い費用を財務諸表のなかで費用として認識する

ため，減価償却費の累計額は将来の修繕に対す

る引当金と解釈することができる．     
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図－１ 公会計システムの概念 
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     図－２(1) 更新会計の残高試算表 
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    図－２(2) 繰延維持補修会計の残高試算表 
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    図－２(3) 減価償却会計の残高試算表 

しかし，財務会計でインフラの耐用年数が定

められているが，現実のインフラの物理的・機

能的な耐用年数と一致していない．税制上の耐

用年数を用いて減価償却費を計算した時，減価

償却費累計額が更新のための必要投資額に一致

する保証はない．したがって，毎年の維持補修

費（時価）と取得原価に対する減価償却費とを

直接比較しても，維持補修費の適正度を判断で

きない． 

インフラ会計ではインフラ資産の量的ストッ

ク情報（S1, S2, S3）とサービス水準情（△D1,

 △D2, △D3)が明示的に表示される．表－１は

インフラ会計方式が提供する資産評価情報を比

較したものである．いずれの会計方式を用いて

も，費用の期間配分に関する会計原則である衡

平性基準を満足している．しかし，同表に示す

ように，減価償却会計では減価償却累計額が示

されるものの，インフラ資産の維持補修に関わ

る情報が明記されないため，インフラ資産の減

耗の実態を把握できない．ただし，減価償却の

方法が繰延維持補修引当金と同等の内容を持つ

ように設計されていれば，減価償却会計により

インフラ資産の減耗に関する情報を獲得できる．

更新会計では過去に生起した修繕更新需要に対

する支出実績が記述されるが，将来に生じるイ

ンフラ資産に関する修繕需要が会計情報として

記述されない．インフラ資産の効率的管理とい

う視点に立てば，インフラ資産の劣化に関する

情報が財務諸表の中に明示的に記載される繰延

維持補修会計が望ましい． 

  

３．インフラ会計の適用例 

 

（１）政策評価と財務会計：納税者会計 

  現在多くの地方自治体で作成されている貸借対照

表は，インフラ資産の管理という視点から見れば，

１）インフラのアセットマネジメントという視点を

欠いており，インフラ資産ストックに関する会計情

報の信頼性も含めて，貸借対照表からインフラの実

態を把握できない，２）地方自治体の立場から貸借

対照表が作成されており，納税者（地域住民）にと

って理解しにくいという問題がある．インフラは納

税者の負担により整備され，納税者の利用に供せら

れるものである． 

資産の部 
   建設仮勘定 
将来の税金の部 
   将来の税金 

負債の部 

    図－４(1)   政府の貸借対照表 

    図－４(2)   納税者の貸借対照表 

政府・自治体が保有する資産は，主権者である納税

者との関係から分類すると，１）既に納税者に提供

したもの．２）行政が管理するもの．３）行政が納

税者に負担を求めるもの．という３つに区分できる．

従来の政府貸借対照表では，これらの資産が区分さ

れていないため，納税者が政策の適性度を判断する

ことが困難であった．吉田は，納税者に対する政府

負債の部 
    将来の税金 

資産の部 
   インフラ資産 

持分の部 
    行政成果評価額 

表１ インフラ会計と評価方式 

会計方式  耐用     期間の     減耗     維持補修

年数の     公平性    実態の  費の過不足

 考慮      確保      反映      把握 

減価償却会計 必要         ○        ×       把握不能

更新会計 必要無       ○        ×     事後に可能

繰延維持 

補修会計

必要無       ○        ○     事前に可能



のアカンタビリティを明示するため，図－４に示す

２つの貸借対照表を提唱する２）． 

  政府の貸借対照表は，政府が継続的に保有する資

産とこれを達成するために将来返済が必要な負債，

および両者の差額しての将来の税金で構成される．

インフラ資産の建設途上にあっては，貸借対照表の

資産の部に「建設仮勘定」として固定資産が計上さ

れる．建設工事の完了と同時に納税者（利用者）が

インフラの稼動によるサービスを享受することにな

るため，この段階で，インフラ資産を納税者の貸借

対照表に計上する．同時に，政府の役割は，インフ

ラ資産の整備からその維持・管理に移ることになり，

当初計画されたインフラのサービス水準を利用者た

る納税者に対して安定的に維持管理していくことが

責務となる．インフラの維持・管理に必要な毎年の

費用は，維持・修繕を担当する政府の費用として会

計上認識される． 

  一方，納税者の貸借対照表は，インフラ資産と負

債，および持分（正味財産）で構成される．このう

ち，インフラ資産は既に前年度末までに保有してい

た資産額に当該年度中に完成した政府による資産額

を加え，これからサービス水準の低下に見合った資

産減耗（減価償却，繰延維持補修引当金など）を認

識・計上する．負債は，政府の貸借対照表の作成に

よって明らかになった当該政府の「将来の税金（つ

まり納税者の将来負担額）」を計上する．持分（正

味財産）とは，納税者の資産から負債を差し引いた

差額で定義される．これを行政成果評価額とする． 

納税者会計の概念は，インフラの供給者（政

府・自治体）と利用者・負担者（国民・地域住民）

との間で，インフラの整備・維持管理のプロセスに

対応したうえで，資産の状態を供給者と利用者と異

なった貸借対象表に明示的に整理し，あわせて将来

の（税）負担をも一元的に会計情報として捕らえる

という意味から重要な役割を発揮するものと考えら

れ、今後理論・実務面での進展が期待される． 

 

（２）アセットマネジメント 

 

インフラのアセットマネジメントを実施するた

めには，インフラのサービス水準を工学的に検査し，

あわせて「現実に支出された維持補修費」と「工学

的に推定したサービス水準を維持するために必要な

（更新）費用」に基づいて，インフラのサービス水

準が適切に維持補修されていることを貸借対照表上

に明記できるような管理会計システムを構築するこ

とが求められる．筆者等は繰延維持補修会計に基づ

いた道路舗装管理会計システムを提案している３）．

同システムは道路舗装のサービス水準を示すMCI値

に基づいて，道路舗装の修繕箇所の優先順位を決定

するシステムである．そこでは，MCI値がその管理

水準に到達した時点で修繕を実施し，新規取得時の

MCI値(MCI=9.0)に復帰することにより，ライフサイ

クル費用の最小化が達成できるようなMCI管理水準

を求める方法を提案している．さらに，図－２(2)

に示した繰延維持補修会計に基づいて道路舗装のア

セットマネジメントの実績が記録される．すなわち，

上述のように求めた修繕ルールにより各会計年度に

発生する維持補修費を算定するとともに，その金額

が各年度の管理会計上に繰延維持補修引当金繰入額

として計上される．各年度における繰入額と維持補

修費（支出額）との差額が各年度の期末において繰

延維持補修引当金に繰り入れられる．筆者等は三重

県が管理する県道を対象として道路舗装管理会計シ

ステムを構築した３）．  

 

３．おわりに 

 

 本稿では、インフラ会計の目的とその基本的考え

方について整理した。会計学・経営学・行政管理

学・経済学の分野で急速に進展する理論展開とと

もに、工学サイドからの具体的な方法論の提案と

実践によるフィードバックも不可欠である。なお、

紙面の都合上、SNA等マクロ経済統計に関する課題

は省略した。 
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